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★地方公務員定年引上げの実施に向けた質疑応答（第 4 版）より 
 
  国における俸給月額７割措置は、人事院の「意見の申出」（平成 30 年８月）を踏
まえて講じられたものであり、その考え方は以下のとおりとされている。 
・60 歳を超えても引き続き同一の職務を担うのであれば、本来は、給与水準が維
持されることが望ましい。  
・他方で、国家公務員の給与は、社会一般の情勢に適応するように変更することと
されている。定年引上げ後の 60 歳を超える職員の給与水準については、多くの民
間企業は再雇用制度により対応していること等の現時点の民間企業における高齢
期雇用の実情を考慮し、再雇用の従業員も含む正社員全体の給与水準を参考に
設定することが適当であり、「賃金構造基本統計調査」及び「職種別民間給与実態
調査」の結果を踏まえ 60 歳前の７割水準となるよう給与制度を設計することとした。        
  
 加えて、今般の措置は、  
① 60 歳を超える職員の能力及び経験を本格的に活用すること等を目的としてい
る定年の引上げに伴うものであり、全体として不利益な変更ではなく、現行の再任
用と比べれば相応の処遇が確保されていること  
② 当分の間の措置と位置付けるとともに、給与水準が 60 歳前後で連続的なもの
となるよう、人事院における検討の状況を踏まえ、政府が所要の措置を順次講ずる
こととしていること  



③ 任命権者は、職員に対し 60 歳以降の勤務条件の情報を提供するとともに勤
務の意思を確認するよう努めるものとされており、また、60 歳を超える職員の希望
に基づき短時間勤務の職務に従事させることを可能とする等、職員の多様な選択
が可能としていることを勘案すれば、現時点においては合理的なものであるとされ
ている。  
○ 60 歳超の地方公務員の給料月額についても、各地方公共団体の条例におい
て、国家公務員の取扱いに準じて必要な措置を講じられたい。 
 
 
★定年前再任用短時間勤務制度 
 
 定年延長の施行に合わせて、フルタイムの常勤職員の継続である定年延長の他
に、定年前再任用短時間勤務制度が新たに設けられます。本人の希望により、60
歳に達した日以後に定年前に退職し、本来の定年時期まで再任用短時間勤務を可
能とする制度です。 
 現行の再任用制度と異なりフルタイムの勤務はありません。 
 
※現行の再任用制度とは 
年金の支給開始年齢が段階的に65歳へと引き上げられたことに伴い、60歳定年で
退職した者について無収入期間が発生しないように雇用と年金支給を接続するた
めのものです。今回の定年延長により廃止されますが、定年の段階的な引き上げ
期間中は、現行と同様の再任用制度が設けられます(暫定再任用制度という)。 
 
 60 歳を超えての働き方として、定年延長の他に、定年前再任用短時間勤務が選
択できることになります。この制度は、あくまでも本人の希望によるものとなっていま
す。ただし、希望すれば必ず任用されるものではありません。地方公務員の所管で
ある総務省は、希望者全員に再任用を保証した制度ではないものの、最大限本人
の希望にこたえる運用が望ましいとしています。 
 
 ●勤務時間・給与の扱いは 
 勤務時間は、１週間当たり 15 時間 30分から 31 時間の範囲内で任命権者が決定
します。 
 給与などの取扱いは現在の再任用短時間制度と同様です。 
具体的には、給料月額は職務の級ごとに単一の額が設定され、その額から勤務時
間に比例して支給額が算定されます。 
 支給される手当は、通勤手当、期末手当、勤勉手当、地域手当、特殊勤務手当、
時間外勤務手当などです。扶養手当、住居手当、寒冷地手当などの生活関連の手
当は支給されません。年次休暇及び一部の特別休暇は、週の勤務時間等に応じた
日数となります。 


